
さらに、平成１９年２月に、少子化社会対策会
議のもとに関係閣僚と有識者で構成される「子
どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議
が設置され、同年１２月には、「働き方の見直し
による仕事と生活の調和の実現」及び「就労と
子育てを包括的に支援する枠組みの構築」の２
つの取組を車の両輪として進めていくこと等を
内容とする「子どもと家族を応援する日本」重
点戦略が取りまとめられた。
また、平成１９年３月、「児童手当法の一部を

改正する法律」（平成１９年法律第２６号）が成立
し、我が国における急速な少子化の進行等を踏
まえ、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を
図る観点から３歳未満の乳幼児の養育者に対す
る児童手当等の額を、第１子及び第２子につい
て倍増し、出生順位にかかわらず一律１万円と
することとなった。
なお、平成１８年６月に「就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す
る法律」（平成１８年法律第７７号）が成立し、同
年１０月から、就学前の子どもに対して教育、保
育及び子育て支援を一体的に提供する施設を都
道府県が認定する「認定こども園」制度が始まっ
た。平成１９年８月１日現在、全国で１０５件の認
定が行われており、認定こども園制度が活用さ
れるよう普及促進を図っている。

（７）地域福祉計画の策定の支援
福祉サービスを必要とする高齢者を含めた地

域住民が、地域社会を構成する一員として日常
生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる
分野の活動に参加する機会が与えられるよう地
域福祉の推進に努めている。このため、福祉
サービスの適切な利用の推進や福祉事業の健全
な発達、地域福祉活動への住民参加の促進等を
盛り込んだ地域福祉計画の策定を支援してい

る。
なお、平成１９年８月には、各都道府県に対

し、日頃からの要援護者への支援方策について
も計画に盛り込むよう具体的な事項を示した。

３ 学習・社会参加

「学習・社会参加」分野については、高齢社
会対策大綱において、次のような方針を示して
いる。

高齢社会においては、価値観が多様化す
る中で、学習を通じての心の豊かさや生き
がいの充足の機会が求められ、経済社会の
変化に対応して絶えず新たな知識や技術を
習得する機会が必要とされることから、生
涯のいつでも自由に学習機会を選択して学
ぶことができ、その成果が適切に評価され
る生涯学習社会の形成を目指す。
また、高齢者が年齢にとらわれることな

く、他の世代とともに社会の重要な一員と
して、生きがいを持って活躍できるよう、
ボランティア活動を始めとする高齢者の社
会参加活動を促進するとともに、高齢者が
自由時間を有効に活用し、充実して過ごせ
る条件の整備を図る。
さらに、ボランティア活動を始めとする

NPO等やシルバー人材センターにおいて
行う活動は、自己実現への欲求及び地域社
会への参加意欲を充足させるとともに、福
祉に厚みを加えるなど地域社会に貢献し、
世代間、世代内の人々の交流を深めて世代
間連帯や相互扶助の意識を醸成するもので
あることから、誰もが、いつでも、どこで
も、気軽に活動に参加できるよう、自発性
を尊重しつつ、基盤の整備を図る。



法令等の整備
・生涯学習の振興のための施策の
推進体制等の整備に関する法律
の制定（平成2年6月）

行政組織等の設置
（都道府県、市町村）

・担当部局の設置
・生涯学習審議会の設置
・生涯学習推進会議等の設置

拠点となる施設の整備 ・都道府県・指定都市立生涯学習
推進センター等の設置

生涯学習宣言都市 ・全国89市町村
　（平成19年6月現在）

生
涯
学
習
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興
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め
の
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体
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資料：文部科学省

多様な学習機会の提供

・学校教育の充実
・社会教育の振興
・家庭教育の充実
・スポーツ活動の推進
・文化活動の推進
・公開講座の開設等その他の学習機会の拡大

普及・啓発と情報提供

・フェスティバル等の開催
・各種の普及・啓発の実施
・情報提供システムの充実

能力・学習成果の評価

・大学等での単位認定の拡大
・採用等における評価システムの改善

（１）生涯学習社会の形成
ア 生涯学習の推進体制と基盤の整備
（ア）生涯学習の推進体制の整備
国民の生涯を通じた多様な学習需要に対応し

た学習機会が適切に提供されるためには、国や
地方公共団体を始め、大学や民間教育事業者、
NPO等の各種団体など、様々な主体が連携・
協力体制を作り上げることにより、生涯学習の
振興について積極的・総合的に取り組んでいく
ことが重要である。このため、平成１８年１２月に
改正された教育基本法（平成１８年法律第１２０号）
では、生涯学習の理念が新たに規定され、ま
た、「生涯学習の振興のための施策の推進体制
等の整備に関する法律」（平成２年法律第７１号）
や中央教育審議会の答申等に基づき、生涯学習
社会の実現に向けた取組を進めるとともに、民
間における生涯学習推進のための取組を支援す
る窓口や、教育・文化及びスポーツの振興によ
る市町村等の地域づくりを支援するための窓口
を設置し、生涯学習の推進を図っている（図

２－３－１８）。
また、平成２０年２月に、中央教育審議会か

ら、「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方
策について～知の循環型社会の構築を目指し
て～（答申）」が提出され、国民一人一人の生
涯を通じた学習の支援のための方策や、社会全
体の教育力の向上のための方策等について提言
がなされた（参照：http://www.mext.go.jp/b_
menu/shingi/chukyo/chukyo０/index.htm）。
地方公共団体においては、生涯学習の推進体

制の整備を図るため、生涯学習担当部局が全都
道府県に置かれており、１９年７月現在、都道府
県生涯学習審議会（生涯学習に資するための施
策の総合的な推進に関する重要事項を調査審議
する機関）が３８都道府県で設置されている。ま
た、１１年に設置された全国生涯学習市町村協議
会には、１９年４月現在、１３４市町村が加盟して
いる。

図２－３－１８ 生涯学習の推進体制の整備
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（イ）生涯学習の基盤の整備
生涯学習の機会の提供に係る基盤の整備につ

いては、各地域の生涯学習を推進するための中
心機関として学習情報の提供や学習相談、学習
需要の把握、学習プログラムの開発を行うこと
などを目的として、都道府県・政令指定都市の
生涯学習推進センターの整備が進められ、市町
村や地域の様々な生涯学習関連機関との連携・
協力が図られている。
生涯学習の普及・啓発については、全国生涯

学習フェスティバルを開催し、シンポジウム、
体験教室等を行うことで、広く国民一般に対し
生涯学習に係る活動を実践する場を全国的な規
模で提供した（平成１９年１１月２日～７日、岡山
県にて「晴れの国 キラリ☆輝く まなびの輪」
をテーマに開催）。
さらに、都道府県及び市町村における社会教

育指導体制の充実を図るため、社会教育主事の
資格付与講習や研修事業等を実施している。

（ウ）学習成果の適切な評価の促進
知識や技能などの学習成果を地域社会や職場

などで積極的にいかしたり、学習の励みとする
ための学習成果の適切な評価が求められている。
また、高等教育レベルの学習成果を適切に評

価するため、独立行政法人大学評価・学位授与機
構において、大学等で一定の学習を行った短期
大学、専修学校専門課程（専門学校）卒業者等に
対し学士の学位を授与しており、大学の正規の
課程を修了していなくとも、大学の修了者と同
等の水準にある者であれば、学士の取得が可能
となっている（平成１８年度学士授与数２，５７９名）。

イ 学校における多様な学習機会の確保
（ア）初等中等教育機関における多様な学習機

会の確保
児童生徒が介護・福祉などの高齢社会の課題

や高齢者に対する理解を深めることができるよ
う、福祉施設等における介護体験活動への取組
等、実践的な活動を推進している。
現行の学習指導要領において、高齢者は児

童・生徒のボランティア活動や触れ合いに関
わっていくことが期待されている。平成２０年１
月の中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中
学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要
領の改善について」を踏まえ３月に改訂された
小・中学校学習指導要領において、体験活動の
一層の充実を図った。
また、小・中・高等学校等の児童生徒が、ボ

ランティアなど社会奉仕に関わる体験活動を始
めとする多様な体験活動に取り組むことを促進
する目的で、「体験活動推進地域・推進校」等
を指定し、他校のモデルとなる体験活動の展開
を図るなどの取組を行う「豊かな体験活動推進
事業」を実施している。
様々な学習歴や生活環境を有する者に対して

は、広く高等学校教育の機会が確保されるよ
う、多様な履修形態を可能とする単位制高等学
校が制度化されており、平成１９年度は、全国で
７８５校設置されている。
なお、学校現場において、児童生徒の指導に

当たる教員が、個人の尊厳及び社会連帯の理念
に関する認識を深めることの重要性にかんが
み、教員の資質向上及び学校教育の一層の充実
を図る観点から、「小学校及び中学校の教諭の
普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等
に関する法律」（平成９年法律第９０号）に基づ
き、小学校又は中学校の教諭の普通免許状を取
得しようとする者については、特別支援学校、



社会福祉施設等での介護等の体験が義務付けら
れている。

（イ）高等教育機関における社会人の学習機会
の提供

生涯学習のニーズの高まりに対応するため、
大学においては、社会人特別選抜、夜間大学院
の設置、昼夜開講制、科目等履修生制度、長期
履修学生制度、通信教育、公開講座の実施など
を行い、履修形態の柔軟化等を図って、社会人
の受入れを促進している（図２－３－１９）。
社会人特別選抜は、大学等への入学を希望す

る社会人に対し、小論文、面接等を課すことに
よって行う特別な入学者選抜制度であり、平成
１９年度は、４９５大学（学部）で実施されている。
専ら夜間において教育を行う夜間大学院は、

平成１９年度は、２８大学において設置されている。
昼夜開講制は、昼間及び夜間の双方の時間帯

に授業を行い、学生の生活形態に応じた履修を
可能にする制度であり、平成１９年度は、５０大学
（学部）、３０７大学（大学院）で実施されている。
科目等履修生制度は、１又は複数の授業科目

を履修する社会人等に対し、単位の授与を可能
とする制度であり、１８年度は、科目等履修生制
度を置く大学は、６９７大学となっている。
長期履修学生制度は、学生が職業を有してい

る等の事情により、修業年限を超えた一定の期
間にわたって、計画的に教育課程を履修し卒業
することを認められる制度であり、平成１８年度
は１７大学で実施されている。
通信教育を行う大学は、平成１９年度では、３９

大学（学部）で、２２大学（大学院）であり、学
生数は１５９，２７６人（学部）、２，５７５人（大学院）
となっている。
また、大学等の学術研究・教育の成果を直接

社会に開放し、大学公開講座を実施している

（図２－３－２０）。
放送大学においては、テレビ、ラジオなどの

メディアを活用して広く社会人等に大学教育の
機会を提供している。同大学在学者は、６０歳以
上の割合が大学は１３．４％、大学院は１６．５％、会
社員や公務員などの有職者の割合が大学は
３８．７％、大学院は６９．８％となるなど、その属性
は多岐にわたっている（図２－３－２１）。また、
放送授業を視聴するための学習センターを全都
道府県において整備している（平成１９年度５０か
所）。

（ウ）学校機能・施設の地域への開放
多様な学習活動を推進するためには、学校が

有する教育機能や施設を地域に開放し、地域社
会の学習ニーズにこたえていくことが必要であ
る（表２－３－２２）。
このため、児童生徒が一日の大半を過ごす活

動の場であり、地域コミュニティの拠点でもあ
る公立学校施設の整備に対し国庫補助を行うと
ともに、学校施設整備指針に基づき、積極的に
学校開放を促進している。
また、小・中学校の余裕教室について、学校

施設の本来の機能に配慮しつつ、積極的に社会
教育施設やスポーツ・文化施設などへの活用を
図り、地方公共団体による転用が促進されるよ
う、取組を支援している。

ウ 多様な学習機会の提供
（ア）社会教育の充実
地域の様々な社会教育活動は、高齢者の生き

がいを高めるとともに、各世代が高齢者との交
流や高齢化問題についての学習を通して、高齢
社会についての理解を深める役割を果たしてい
る。
公民館を始め、図書館、博物館、女性教育施
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資料：学校基本調査（各年度５月１日現在）
※修士課程｛修士課程及び博士前期課程（医・歯学及び獣医学を除く一貫制博士課程を含む。）｝
　博士課程｛博士後期課程（医・歯学及び獣医学の博士課程を含む）｝
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資料：文部科学省「大学改革の進捗状況等について」
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図２－３－１９ 大学院の社会人学生数の推移

図２－３－２０ 大学公開講座の実施状況の推移



設等の社会教育施設や教育委員会において、幅
広い年齢の人々を対象とした多くの学習機会が
提供されている。この中には、高齢社会につい
て理解を促進するためのものや高齢者を対象と
する学級・講座も開設されている（表２－３－
２３）。
さらに、近年の情報通信技術の発展を踏ま

え、ITの活用による多様な学習機会の提供が
期待されていることから、教育情報衛星通信
ネットワーク（エル・ネット）の活用により、
社会教育施設等に対して多様な教育・学習情報
の提供に努め、地域の特色あるコンテンツの全
国への配信を始めとして、地域における学習・

交流の場の拡大を図ってきたところであり、併
せて平成２０年度から予定しているインターネッ
トを利用したシステムへの移行に向けた準備を
行った。

（イ）文化活動の推進
地域の文化活動の振興を図るため、以下の取

組を通じて文化活動の活性化と定着化を図っ
た。
① 地域文化リーダーや地域の顔となる芸術文
化団体の育成とシンポジウム等による発信・
交流、大学と地域との交流・連携の促進事業
を行った。

いずれかの施設で
開放している

各施設の開放状況
開放していない

校舎 体育館 グラウンド プール
小学校 ９７．４ ４２．７ ９３．８ ８７．７ ４３．１ ２．６
中学校 ９４．６ ２７．５ ８９．１ ７０．９ ８．４ ５．４
高等学校 ７３．７ ２９．６ ３９．８ ５０．４ ２．１ ２６．３
計 ９３．７ ３７．３ ８７．３ ７９．５ ２９．６ ６．３

図２－３－２１ 放送大学在学者の年齢・職業

表２－３－２２ 学校施設の開放状況

（％）

資料：文部科学省（平成１６年度実績）
（注）調査対象は、全国の公立学校
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② 国民文化祭の開催等による文化活動への参
加機会を提供した。

③ 国立の博物館等における高齢者の無料入館
等による芸術鑑賞機会の充実を図るととも
に、公私立の文化施設に対する情報の提供や
職員の研修等の実施など、運営に対する支援
を行った。

（ウ）スポーツの振興
国民のだれもが生涯にわたりスポーツに親し

むことができる生涯スポーツ社会を実現するた
めに、総合型地域スポーツクラブの全国展開の
推進、全国スポーツ・レクリエーション祭の開
催等各種生涯スポーツ振興施策を実施してい
る。

エ 勤労者の学習活動の支援
生涯学習社会を形成するためには、時間的余

裕に乏しく、学習歴や学習目的も多様な勤労者
が、学習活動に参加しやすい条件を整備するこ
とが必要である。
このため、労働者の職業設計に即した自発的

な職業能力の開発及び向上を促進するために事
業主が講ずる措置に関する指針を定め、有給教
育訓練休暇制度等の普及促進などを図ってい
る。また、教育訓練給付金制度については、大

学・大学院等の講座を指定の対象に加える等の
講座指定の重点化を行い、これらの活用によ
り、勤労者の自発的な能力開発を支援してい
る。

（２）社会参加活動の促進
ア 高齢者の社会参加活動の促進
（ア）高齢者の社会参加と生きがいづくり
高齢者自身が社会における役割を見いだし、

生きがいを持って積極的に社会に参加できるよ
う、各種社会環境の条件整備に努めることが重
要になっている。このため、地域において、社
会参加活動を総合的に実施している老人クラブ
に対し助成を行い、その振興を図っている（図
２－３－２４）。
また、高齢者の生きがいと健康づくりを推進

するため、市町村が行う高齢者の社会活動の啓
発普及、高齢者ボランティア活動への支援等を
行っている。さらに平成１９年１１月には全国健康
福祉祭（ねんりんピック）を茨城県で開催した。
高齢者や団塊世代等が、これまで職業や学習

を通じて培った経験をいかして、学校や地域社
会で活躍できるよう、各地域での「教育サポー
ター」制度の構築に向けた検討を行った。
既に高齢期を迎え、又はこれから迎えようと

する人たちなどの参考となるよう、年齢にとら
われず生き生きとした生活（エイジレス・ライ
フ）を実践している高齢者、地域社会とのかか
わりを持ちながら積極的に社会参加活動を行っ
ている高齢者グループ等についての活動事例を
幅広く紹介している。

区 分 平成１６年度間 平成１３年度間
合 計 ５１，５４８ ４５，５０１
教養の向上 ３１，１３２ ２５，２１５
体育・レクリエーション ６，６６０ ９，８９８
家庭教育・家庭生活 ３，３０９ ２，８４５
職業知識・技術の向上 ８６２ ８２３
市民意識・社会連帯意識 ４，８２４ ４，３３４
その他 ４，７６１ ２，３８６

表２－３－２３ 教育委員会及び公民館におけ
る高齢者対象の学級・講座の
状況

（講座）

資料：文部科学省「社会教育調査」


